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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第47期
第１四半期
連結累計期間

第48期
第１四半期
連結累計期間

第47期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (千円) 3,948,338 3,958,849 15,521,891

経常利益又は経常損失（△） (千円) △32,625 △21,765 28,696

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純損失（△）

(千円) △59,530 △36,523 △355,354

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △39,414 △41,397 △428,005

純資産額 (千円) 5,595,341 5,162,278 5,206,066

総資産額 (千円) 9,635,316 10,140,656 10,284,479

１株当たり四半期(当期)純損失
金額（△）

(円) △2.29 △1.41 △13.69

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 57.9 50.8 50.5
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第47期および第48期の第１四半期連結累計期間の「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額」について

は、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失であるため、第47期の「潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額」については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失であるため、記載して

おりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、企業収益や雇用情勢の改善など景気は緩やかな回復基調で

推移しました。しかしながら、中国経済の減速に加え、英国のＥＵ離脱問題等により、円高が急速に進むなど企業

業績の悪化懸念が強まり、景気の先行きは不透明な状況にあります。

また、個人消費に関しましても、一部で高価格帯の商品の需要が増加傾向にあるといわれますが、消費税率の

アップ等による個人所得に対する先行きの不透明感などにより、引き続き厳しい経営環境が続いております。

特に外食産業におきましては、原材料価格の上昇に加え、人手不足による人件費の高騰に直面しており、経営を

取り巻く環境は厳しい状況が続いております。

このような状況の中、当社グループにおきましては、堅実な店舗運営と着実な収益構造の確立を図ってまいりま

した。

店舗状況といたしまして、当連結会計年度末における当社グループの店舗数は、「旬鮮酒場天狗」22店舗、「和

食れすとらん天狗（「旬鮮だいにんぐ天狗」「しゃぶすき本舗」含む）」42店舗、「テング酒場（「蔵BAR BECO2」

含む）」60店舗の合計124店舗となっております（内フランチャイズ２店舗）。

もっとも、このような取り組みに際し、あくまで当社グループは愚直なまでにお客様への四つの誓い「良いもの

を安く、早く、清潔に、最高の雰囲気で」を実現することを、当社グループ一丸となって邁進することを徹底して

おります。こうした観点から、従来から継続して取り組んでおります店舗営業に係る内部監査や衛生監査につい

て、更に内容の充実に取り組み、理念の徹底を図っております。

以上のような取り組みの結果として、当連結会計期間における連結売上高は、39億58百万円で前年同期比100.3％

となっております。

利益面につきましては、セントラルキッチンの移転に伴い一時的に原価率が悪化したものの、売上高の改善に加

え、効率化のための諸施策を実施したことにより、主に人件費が減少し、営業損失は18百万円（前年同期は営業損

失19百万円）、経常損失21百万円（前年同期は経常損失32百万円）、親会社株主に帰属する当期純損失は36百万円

（前年同期は親会社株主に帰属する当期純損失59百万円）となり、収益率は改善しておりますが、黒字化には至っ

ておりません。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて１億43百万円減少し、101億40百万円

となりました。この主な要因といたしましては、流動資産が１億22百万円、敷金及び保証金が14百万円減少したこ

とによるものであります。

負債合計は、前連結会計年度末に比べて１億円減少し、49億78百万円となりました。その主な要因といたしまし

ては、その他の流動負債で１億18百万円増加したものの、税金納付に伴い未払法人税等が61百万円、長期借入金の

返済により長期借入金が１億21百万円減少したことによるものであります。

また、純資産につきましては、前連結会計年度末に比べて43百万円減少し、51億62百万円となりました。その主

な要因といたしましては、利益剰余金が36百万円減少したことによるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

(5) 従業員数

当第１四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

 

(6) 生産、受注及び販売の実績

当第１四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

 

(7) 主要な設備

当第１四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計画

の著しい変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 84,712,800

計 84,712,800
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 26,579,527 26,579,527
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株でありま
す。

計 26,579,527 26,579,527 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年６月30日 ― 26,579,527 ― 5,257,201 ― 1,320,000
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成28年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   平成28年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 618,300
 

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

25,932,400
259,324 同上

単元未満株式 普通株式 28,827
 

― 同上

発行済株式総数 26,579,527 ― ―

総株主の議決権 ― 259,324 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権の数20個)

含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式68株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成28年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
テンアライド株式会社

東京都目黒区
鷹番二丁目16番18号
(Ｋビル)

618,300 ─ 618,300 2.33

計 ― 618,300 ─ 618,300 2.33
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,488,946 2,402,091

  売掛金 145,957 124,986

  たな卸資産 178,057 208,704

  その他 389,215 343,669

  貸倒引当金 △51,291 △51,291

  流動資産合計 3,150,885 3,028,161

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 9,103,193 9,115,912

    減価償却累計額 △7,330,741 △7,357,327

    建物及び構築物（純額） 1,772,452 1,758,584

   機械及び装置 1,484,303 1,473,984

    減価償却累計額 △1,232,835 △1,212,325

    機械及び装置（純額） 251,468 261,659

   工具、器具及び備品 1,850,865 1,857,274

    減価償却累計額 △1,621,974 △1,623,264

    工具、器具及び備品（純額） 228,891 234,009

   土地 245,103 245,103

   建設仮勘定 - 925

   有形固定資産合計 2,497,915 2,500,283

  無形固定資産 127,397 126,069

  投資その他の資産   

   敷金及び保証金 4,330,638 4,316,101

   その他 180,542 172,941

   貸倒引当金 △2,900 △2,900

   投資その他の資産合計 4,508,281 4,486,143

  固定資産合計 7,133,594 7,112,495

 資産合計 10,284,479 10,140,656
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 389,563 391,316

  1年内返済予定の長期借入金 ※1  485,000 ※1  485,000

  未払法人税等 115,171 54,147

  資産除去債務 22,500 22,500

  店舗閉鎖損失引当金 13,239 1,048

  工場移転損失引当金 19,845 25,661

  その他 902,569 1,021,234

  流動負債合計 1,947,890 2,000,909

 固定負債   

  長期借入金 ※1  1,026,250 ※1  905,000

  退職給付に係る負債 1,146,675 1,134,236

  役員退職慰労引当金 11,038 11,208

  資産除去債務 132,475 132,668

  その他 814,083 794,355

  固定負債合計 3,130,522 2,977,468

 負債合計 5,078,412 4,978,377

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,257,201 5,257,201

  資本剰余金 1,320,293 1,320,293

  利益剰余金 △1,134,397 △1,170,920

  自己株式 △234,410 △234,425

  株主資本合計 5,208,686 5,172,149

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 33,139 24,869

  土地再評価差額金 70,295 70,295

  退職給付に係る調整累計額 △123,159 △119,762

  その他の包括利益累計額合計 △19,724 △24,598

 新株予約権 17,104 14,728

 純資産合計 5,206,066 5,162,278

負債純資産合計 10,284,479 10,140,656
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

売上高 3,948,338 3,958,849

売上原価 1,077,324 1,135,226

売上総利益 2,871,014 2,823,623

販売費及び一般管理費   

 人件費 1,551,768 1,514,775

 退職給付費用 40,463 43,393

 地代家賃 576,922 558,921

 その他 721,592 724,620

 販売費及び一般管理費合計 2,890,746 2,841,711

営業損失（△） △19,731 △18,088

営業外収益   

 受取利息 188 190

 受取配当金 2,129 2,250

 受取賃貸料 1,429 1,429

 固定資産受贈益 1,533 1,325

 受取事務手数料 655 1,262

 その他 1,885 2,293

 営業外収益合計 7,822 8,752

営業外費用   

 支払利息 5,906 9,731

 支払手数料 13,066 -

 その他 1,742 2,698

 営業外費用合計 20,715 12,429

経常損失（△） △32,625 △21,765

特別利益   

 新株予約権戻入益 4,974 2,376

 店舗閉鎖損失引当金戻入額 - 9,371

 特別利益合計 4,974 11,748

特別損失   

 固定資産除却損 917 1,829

 店舗閉鎖損失引当金繰入額 6,949 -

 工場移転損失引当金繰入額 - 6,612

 固定資産処分損 6,221 2,509

 特別損失合計 14,088 10,951

税金等調整前四半期純損失（△） △41,739 △20,968

法人税、住民税及び事業税 17,812 16,247

法人税等調整額 △21 △693

法人税等合計 17,791 15,554

四半期純損失（△） △59,530 △36,523

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △59,530 △36,523
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

四半期純損失（△） △59,530 △36,523

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 20,649 △8,270

 退職給付に係る調整額 △532 3,396

 その他の包括利益合計 20,116 △4,873

四半期包括利益 △39,414 △41,397

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △39,414 △41,397

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項はありません。

 

(会計方針の変更等)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

(会計上の見積りの変更と区分することが困難な会計方針の変更)

当社は従来、有形固定資産の減価償却方法について、主として定率法を採用しておりましたが、当第１四半期

連結会計期間より、定額法へ変更しています。

　この変更は、当第１四半期連結会計期間の日高セントラルキッチンの稼働開始を契機として、減価償却方法の

見直しを行った結果、セントラルキッチンの集中生産に加えて、出店戦略の見直しにより、従来の新規出店を中

心とした戦略から、既存店舗の有効活用や業態変更を主とした戦略への方針転換が進んだことで、保有資産の長

期安定的な稼働が見込まれることから、定額法の方が経済的実態をより適切に反映すると判断したことによるも

のです。

 以上の変更により、従来の方法によった場合に比べ、当第１四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金

等調整前四半期純損失がそれぞれ６百万円減少しております。
 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。

 

(追加情報)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第1四

半期連結会計期間から適用しております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１　純資産額の維持に係る財務制限条項

　　　前連結会計年度(平成28年３月31日)

(1)借入金156,250千円について以下のとおり財務制限条項が付されております。また、確約内容に反した場合に

は、当該債務について期限の利益を喪失する可能性があります。

　　(確約内容)

　各年度の決算期末における連結及び個別の貸借対照表において、純資産の部の合計を平成25年度３月期

の純資産合計の75％以上に維持すること。

　当社は当連結会計年度末において、上記財務制限条項に抵触しております。

　当社は、取引金融機関に財政状態・資金計画等を説明し、期限の利益喪失の権利行使をしない旨の同意

を得ております。

　

(2)借入金525,000千円について以下のとおり確約しております。また、確約内容に反した場合には、当該債務に

ついて期限の利益を喪失する可能性があります。

　　(確約内容)

①各年度の決算期末における連結及び個別の貸借対照表において、純資産の部の合計を平成26年３月期の

純資産合計の75％以上に維持すること。

②各年度の決算期における連結及び個別の損益計算書上において、経常損益に関して２期連続して経常損失を

計上しないこと。

　当社は当連結会計年度末において、上記財務制限条項に抵触しております。

　当社は、取引金融機関に財政状態・資金計画等を説明し、期限の利益喪失の権利行使をしない旨の同意を得

ております。

　

(3)借入金500,000千円について以下のとおり確約しております。また、確約内容に反した場合には、借入人が保

有する定期預金に対し、担保権設定の請求を受ける可能性があります。

　　(確約内容)

①平成28年３月決算期を初回とする各年度決算期の末日における連結貸借対照表において、純資産の部の

合計額を、平成27年３月決算期の年度決算期の末日における純資産の部の合計額又は前年度決算期の末

日における純資産の部の合計額のいずれか大きい方の75％以上に維持すること。

②平成28年３月決算期を初回とする各年度決算期の末日における連結損益計算書において、経常損益の金

額を０円以上に維持すること。

③平成28年３月決算期を初回とする各年度決算期の末日における連結貸借対照表において、以下の計算式

の基準値が０を下回らない状態を維持すること。

　基準値＝現預金－総有利子負債

 
(4)リース債務642,792千円について以下のとおり確約しております。また、確約内容に反した場合に

は、残リース料相当額を額面金額とする定期預金を、預金担保として差し入れる可能性があります。

　　(確約内容)

①平成28年３月期以降各年度末日の連結貸借対照表の純資産を、平成27年３月期の純資産又は前年度末日

の純資産のいずれか大きい方の75％以上を維持すること。

②平成28年３月期以降各年度末日の連結損益計算書の経常損益の金額を０円以上に維持すること。

③平成28年３月期以降各年度末日の連結貸借対照表の「現預金－総有利子負債」の金額が０を下回らない

状態を維持すること。
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　　　当第１四半期連結会計期間(平成28年６月30日)

(1)借入金125,000千円について以下のとおり財務制限条項が付されております。また、確約内容に反した場合に

は、当該債務について期限の利益を喪失する可能性があります。

　　(確約内容)

　各年度の決算期末における連結及び個別の貸借対照表において、純資産の部の合計を平成25年度３月期

の純資産合計の75％以上に維持すること。

　当社は当第１四半期連結会計期間末において、上記財務制限条項に抵触しております。

　当社は、取引金融機関に財政状態・資金計画等を説明し、期限の利益喪失の権利行使をしない旨の同意

を得ております。

　

(2)借入金490,000千円について以下のとおり確約しております。また、確約内容に反した場合には、当該債務に

ついて期限の利益を喪失する可能性があります。

　　(確約内容)

①各年度の決算期末における連結及び個別の貸借対照表において、純資産の部の合計を平成26年３月期の

純資産合計の75％以上に維持すること。

②各年度の決算期における連結及び個別の損益計算書上において、経常損益に関して２期連続して経常損失を

計上しないこと。

　当社は当第１四半期連結会計期間末において、上記財務制限条項に抵触しております。

　当社は、取引金融機関に財政状態・資金計画等を説明し、期限の利益喪失の権利行使をしない旨の同意

を得ております。

　

(3)借入金475,000千円について以下のとおり確約しております。また、確約内容に反した場合には、借入人が保

有する定期預金に対し、担保権設定の請求を受ける可能性があります。

　　(確約内容)

①平成28年３月決算期を初回とする各年度決算期の末日における連結貸借対照表において、純資産の部の

合計額を、平成27年３月決算期の年度決算期の末日における純資産の部の合計額又は前年度決算期の末

日における純資産の部の合計額のいずれか大きい方の75％以上に維持すること。

②平成28年３月決算期を初回とする各年度決算期の末日における連結損益計算書において、経常損益の金

額を０円以上に維持すること。

③平成28年３月決算期を初回とする各年度決算期の末日における連結貸借対照表において、以下の計算式

の基準値が０を下回らない状態を維持すること。

　基準値＝現預金－総有利子負債

　

(4)リース債務637,766千円について以下のとおり確約しております。また、確約内容に反した場合に

は、残リース料相当額を額面金額とする定期預金を、預金担保として差し入れる可能性があります。

　　(確約内容)

①平成28年３月期以降各年度末日の連結貸借対照表の純資産を、平成27年３月期の純資産又は前年度末日

の純資産のいずれか大きい方の75％以上を維持すること。

②平成28年３月期以降各年度末日の連結損益計算書の経常損益の金額を０円以上に維持すること。

③平成28年３月期以降各年度末日の連結貸借対照表の「現預金－総有利子負債」の金額が０を下回らない

状態を維持すること。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

　

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

減価償却費 106,671千円 106,600千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

該当事項はありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　 前第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

当社は同種の外食産業及びその補完的事業を営んでおり、単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。

　 当第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

当社は同種の外食産業及びその補完的事業を営んでおり、単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

　 １株当たり四半期純損失金額(△) △2円29銭 △1円41銭

    (算定上の基礎)   

 　親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(千円) △59,530 △36,523

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   四半期純損失金額(△)(千円)

△59,530 △36,523

   普通株式の期中平均株式数(株) 25,961,403 25,961,132

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの
概要

― ―

 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であるため、記載しており

ません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

 

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年８月12日

テンアライド株式会社

取締役会  御中

　
有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　服　部　將　一　　印

   

 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　丸 田 健 太 郎　　印
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているテンアライド株

式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日か

ら平成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、テンアライド株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

　

強調事項

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、当第１四半期連結

会計期間より有形固定資産の減価償却方法を変更している。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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